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川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（素案）  【概要版】 

１ 策定趣旨

 ・本市の上下水道事業が進むべき道を明らかにした「川崎市上下水道ビジョン（以下「上下水道

ビジョン」）」の実現に向け、その前半 5年間の実施計画である「川崎市上下水道事業中期計画

（平成 29 年度～令和 3 年度）」の実施結果を評価した上で、事業環境の変化を的確に捉えて

現状と課題を改めて整理し、課題の解決に向けて施策及び取組の見直しを図るため、後半 4

年間の中期計画を策定するもの

第１章 中期計画とは 

２ 位置付け

 ・上下水道ビジョンの後半 4 年間（令和 4

（2022）年度～令和 7（2025）年度）の具

体的な取組を取りまとめたもの

 ・上下水道ビジョン及び本計画を合わせて、

厚生労働省が水道事業者に策定を推奨し

ている「水道事業ビジョン」、総務省が公営

企業に策定を要請している「経営戦略」に

位置付ける。 

３ 本計画と関連する主な計画等

 ・「川崎市総合計画」のほか、関連する行政計画などとも連携しながら事業を推進 

 ・上下水道ビジョンの基本目標ごとに対応する SDGｓのゴールを設定し、上下水道ビジョンの実

施計画である本計画の施策及び取組を推進することで、SDGｓの達成に寄与する。 

４ 前中期計画の実施状況

・前中期計画における平成 29（2017）年度から令和元（2019）年度までの取組結果を踏ま

えて、施策の達成状況の中間評価を実施 

・各施策について「施策の達成度」と「今後の取組構成の妥当性」を４段階で評価

【達成状況 B となった施策※】  【妥当性Ⅱとなった施策※】 

・水道・工業用水道の危機管理対策  ・浸水対策 

・浸水対策  ・下水道の管きょ・施設の維持管理 

※新型コロナウイルス感染症や令和元年東日本台風の影響によるもの 

・前中期計画の取組が概ね効果的であると認められることから、本計画においても現行の取

組を継続していく。 

・一部の見直しの余地のある施策について、台風によるこれまでにない多摩川の水位の上

昇などの事業環境の変化を捉えながら必要な対策を講じるとともに、新しい生活様式への

転換などの変化に対し、ＩＣＴの利活用の促進など、必要な取組を検討していく。 

川崎市地球温暖化対策

推進基本計画

資産マネジメント

第3期実施方針

川崎市総合計画 かわさき強靭化計画

上下水道事業中期計画
（2022～2025）

本計画と関連する主な計画

資料１

24

92%

2

8%

②今後の取組構成の妥当性

施策数

26

Ⅰ.効果的な取組構成である

Ⅱ.概ね効果的な構成である

24

92%

2

8%

①施策の達成状況

A.順調に推移した

B.一定の進捗があった

施策数

26
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川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（素案）  【概要版】

・上下水道ビジョンの策定から数年を経て変化した事業環境や、即時性を持って把握しておくべ

き事項について、社会環境と経営環境に分けて整理

１ 社会環境

（１）自然災害の脅威 

近年、気候変動の影響により気象災害が激甚化・頻発化するとともに、南海トラフ地震や

首都直下地震などの大規模地震の発生が切迫しており、災害に強いまちづくりを目指してい

く必要がある。 

（２）脱炭素社会の実現に向けた取組の進展 

上下水道事業は、その事業活動の過程において多くの温室効果ガスを排出していること

から、脱炭素化に向けた取組を積極的に進めていく必要がある。 

 （３）社会のデジタル化の進展 

新型コロナウイルス感染症による社会全体の行動変容などの行政のデジタル化を取り巻く

環境の変化に対応し、市民サービスの向上と行政組織の効率化を推進する必要がある。 

２ 経営環境

（１）人口、水需要 

  ・本市の人口は、令和 12（2030）年頃にピークを迎えるが、水需要は微減傾向が続く見込み

  ・下水処理場への汚水流入量は水需要と連動し、今後も微減傾向で推移する見込み

  ・工業用水道事業の水需要については、数年後に低下する予測であり、経営基盤を維持する

ための対策について検討する必要がある。 

（２）料金等収入の推移 

  ・料金等収入は横ばいから微減傾向で推移しており、今後も微減傾向が続く見込み

  ・工業用水道料金収入は、契約水量に応じた基本料金の収入があることから安定的に推移 

（３）資産の状況 

  ・法定耐用年数 40 年を超過する水道管路は、総延長約 2,500 ㎞のうち約 28％、工業用水

道管路は、総延長約 100 ㎞のうち約 90％ 

  ・浄水場等の水道施設は更新が概ね完了している一方、工業用水道施設は老朽化が課題

  ・法定耐用年数 50 年を経過する下水管きょは、総延長約 3,150 ㎞のうち約 8％だが、今後

は老朽管きょの急増が見込まれる。 

  ・水処理センター・ポンプ場等の下水道施設については、建設年度の古い施設では老朽化が

課題

第２章 事業を取り巻く環境の変化  
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川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（素案）  【概要版】

・前中期計画の中間評価を踏まえて前中期計画の取組を概ね継続しつつ、前中期計画の取組

では対応できない事業環境の変化や経営課題に対して、取組の見直しを図ることで対応 

・前中期計画期間中に完了する取組は廃止 

・本計画の策定に当たって認識した課題を整理するとともに、課題の解決に向けた施策・取組の

見直しの考え方を５つの視点で整理 

１ 課題の整理

① 激甚化・頻発化する自然災害 

② 施設の老朽化 

③ 温室効果ガスの排出 

④ 社会の急速なデジタル化 

⑤ 厳しさを増す経営環境 

２ 見直しの視点

視点① 激甚化・頻発化する自然災害への備え

大雨・台風や大規模地震などに備え、浸水対策や地震対策をハード・ソフト両面か

ら推進 

視点② 老朽化した施設への対策

老朽化した施設の計画的な更新に合わせた新たな整備を推進 

特に工業用水道事業については、将来の需要動向を考慮し、適正規模での更新

を検討 

視点③ 脱炭素社会の実現

脱炭素社会の実現に向けて、再生可能エネルギーの有効利用、創エネルギーの

導入、省エネルギー機器の採用などを行い、脱炭素社会の実現に貢献 

視点④ デジタル化の推進

新しい日常に対応し、市民サービスの更なる向上と行政組織の効率化を推進する

ため、デジタルファーストの行政サービスの提供や市役所内部のデジタル化の取組

を推進 

視点⑤ 経営基盤の強化

厳しさを増す経営環境に対応するため、料金・使用料のあり方の検討や、資金の

活用・財源の確保に向けた検討など、持続可能な経営に向けた取組を実施 

第４章 計画推進の方向性 

・「①経営の安定性」「②施設の効率性」「③料金／使用料」「④老朽化」の４つの視点で経営指

標を選定し、過去５年間の指標値の推移や類似団体平均との比較から読み取れる経営状況

について分析

１ 水道事業の総括

「経常収支比率」が 100％を上回っており、現状では健全な経営を維持

「管路経年化率」が上昇傾向であり、管路の老朽化が進行

健全経営を続けていくために更なる費用削減等の取組を行いながら、料金制度のあり方な

どを検討していくことが重要

老朽化の進行に対しては、長期的な視点に立ち、適正な投資規模を検討するとともに、平

準化を図りながら計画的な更新を進める必要がある。 

２ 工業用水道事業の総括

「経常収支比率」、「料金回収率」が 100％を上回っており、現状では健全な経営を維持

「有形固定資産減価償却率」が上昇傾向であり、法定耐用年数に近い資産が増加

「管路経年化率」が上昇傾向で、「管路更新率」が低い水準にあり、管路の老朽化が進行

利用者の将来の水需要動向を可能な限り把握するとともに、施設更新等の費用及び財源

の確保について考慮し、更なる費用削減等の取組を行いながら、料金制度のあり方などを

検討していくことが重要

老朽化の進行に対しては、長期的な視点に立ち、平準化を図りながら計画的な更新を進め

る必要がある。 

３ 下水道事業の総括

「経常収支比率」、「料金回収率」が 100％を上回っており、現状では健全な経営を維持

「企業債残高対事業規模比率」が高い水準にあり、企業債への依存度が高い状況 

「有形固定資産減価償却率」が上昇傾向にあり、施設の老朽化が進行

企業債については、企業債の収支への影響を注視し、事業の平準化を考慮しながら適切

な投資を行っていくとともに、適切な資金の活用方法や財源の確保について検討していく必

要がある。 

老朽化の進行に対しては、今後更に老朽化した施設が増加することを考慮し、アセットマネ

ジメント手法により引き続き適切な維持管理と状態把握に基づく長寿命化を図りながら、リス

クとコストのバランスを踏まえた効率的な更新を行っていく必要がある。 

第３章 経営の現状分析 
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基本目標Ⅰ 安定給水の確保と安全性の向上

10年間の方向性 良質で安全な水の安定供給

 施策 1  水道水・工業用水の水質管理の徹底 

 取組 1  水源の保全 

 取組 2  安全でおいしい水の取組 

 取組 3  工業用水の水質管理 

 取組 4  受水槽設備の適正管理に向けた支援 

 取組 5  直結給水方式の導入促進 

 取組 6  市立小中学校の直結給水化 

 施策 2  県内水道事業者や企業団等との広域連携 
 取組 7  ダムの相互連携等による水運用 

 取組 8  最適な水道システムの実現に向けた取組 

10 年間の方向性 災害時の機能維持

拡 施策 3  水道・工業用水道の災害時における機能強化  取組 9  水道施設の耐震化 

災害時にも安定した給水が継続できるように、基幹施設や管路の耐震

化を進め、基幹管路については二重化・ネットワーク化の更なる強化を図

る。 

応急給水拠点については、市立小中学校と配水池・配水塔への開設

不要型応急給水拠点の整備や拡充等に加え、応急給水拠点を補完する

臨時給水用井戸の整備により、応急給水の確実性や迅速性を高める。ま

た、施設の浸水対策（耐水化）の推進や停電対策の拡充を図る。 

 取組 10 水道管路の耐震化 

拡 取組 11 水道基幹管路の強化 

拡 取組 12 工業用水道基幹管路の強化 

 取組 13 応急給水拠点等の整備 

 取組 14 災害時の飲料水確保 

新 取組 15 施設の停電対策・浸水対策 

 施策 4  水道・工業用水道の危機管理対策 
 取組 16 災害対応能力の強化 

 取組 17 災害時の連携強化 

川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（素案）  【概要版】

第５章 施策及び取組 

拡 見直しの視点を踏まえて前中期計画から拡充する施策・取組 

新 見直しの視点を踏まえて新たに追加する取組

・上下水道ビジョンで設定した基本目標・10年間の方向性は継続 

・第 4章の見直しの視点を踏まえ、施策を拡充等して取組に反映 

令和3年度末 令和7年度末

（見込み）

98.5% → 100%

（令和4年度末）

38.3% → 44.9%

97.5% → 100%

（令和4年度末）

67.4% → 100%

（令和5年度末）

16.4万 → 16.6万

（令和6年度末）

◇災害時の確保水量＜取組14＞

主な指標

◇配水池・配水塔の耐震化率

＜取組9＞

◇管路全体の耐震化率＜取組10＞

◇重要な管路の耐震化率＜取組10＞

◇開設不要型応急給水拠点の整備率
＜取組13＞
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基本目標Ⅱ 下水道による良好な循環機能の形成

10年間の方向性 水道・工業用水道施設・管路の適切な管理と更新

拡 施策 5  水道・工業用水道の施設・管路の老朽化対策  取組 18 施設の計画的更新

アセットマネジメントに基づき、中長期的な視点から、重要度や経年度を

考慮し、施設・管路の更新の優先度を定めるとともに、財政収支との整合

を図りながら、運転管理や点検調査及び修繕の実績等も考慮した適切な

使用年数での更新を進める。また、工業用水道事業の将来の需要動向を

踏まえた施設配置や施設規模など、更新等に向けての検討を進める。

取組 19 管路の計画的更新

新 取組 20 施設・管路の将来構想

 施策 6  水道・工業用水道の施設・管路の維持管理 

取組 21 施設の維持管理

取組 22 管路の維持管理

取組 23 管路付属物の維持管理

取組 24 給水管の保全

10年間の方向性 水環境・地球環境への配慮

拡 施策 7  水道・工業用水道の地球温暖化対策  取組 25 再生可能エネルギーの有効利用 

2050年の温室効果ガス排出実質ゼロの達成を目指し、小水力発電、

太陽光発電などの再生可能エネルギーの有効利用、自然流下方式によ

る水道システムや上流からの取水の優先的利用による位置エネルギーの

有効利用、設備の更新にあわせた高効率機器・省エネルギー機器の導入

など、地球温暖化対策を推進する。 

拡 取組 26 省エネルギー対策 

 施策 8  水道・工業用水道の資源・施設の有効利用 
 取組 27 資源・施設の有効利用 

 取組 28 再生資源利用の推進 

10 年間の方向性 大雨・浸水への備え

拡 施策 9  浸水対策 拡 取組 29 重点化地区・局地的な浸水箇所における浸水対策 

水害に強いまちづくりを着実に実施していくため、浸水リスクの高い重点

化地区において浸水対策を進めるとともに、令和元年東日本台風により水

害が発生した排水樋管周辺地域をはじめ、地形的要因や排水施設の部

分的な能力不足などにより発生している局地的な浸水箇所において、地

域特性を踏まえた効果的な浸水対策を進める。また、整備水準を超える

大雨に対して被害を最小化するため、ハード対策と、自助・共助を促すた

めのソフト対策（施策１１参照）を組み合わせた総合的な対策を関係機関

とも連携しながら実施する。さらに、河川氾濫等の災害時においても、最低

限の下水処理など、一定の下水道施設の機能を確保するため、水処理セ

ンター・ポンプ場の浸水対策を進める。 

新 取組 30 水処理センター・ポンプ場の耐水化 

川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（素案）  【概要版】

令和3年度末 令和7年度末

（見込み）

45.6% → 53.9%

28.1% → 40.8%

6対策 → 7対策

50.0% → 83.3%

（山王、宮内、諏訪、二子、宇奈根地域／

短期対策、当面の対策、中期対策）

◇水処理センター・ポンプ場の耐水化
率＜取組30＞

主な指標

◇温室効果ガス排出量の削減割合

（2013年度比）＜取組26＞

◇浸水対策実施率＜取組29＞

（三沢川、土橋、京町・渡田、川崎駅東口

周辺、大島、観音川地区）

◇排水樋管周辺地域の浸水対策累計
実施数＜取組29＞
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10 年間の方向性 災害時の機能維持

 施策 10 下水道の管きょ・施設の地震対策 
取組 31 下水管きょの地震対策

取組 32 水処理センター・ポンプ場の地震対策

拡 施策 11 下水道の危機管理対策  取組 33 災害対応能力の強化

大規模地震や頻発化・激甚化する風水害などを踏まえ、ＰＤＣＡサイ

クルによる訓練の実施、振り返り、改善を継続的に行い、上下水道局防

災計画及び業務継続計画等の検証・見直しによる実効性の向上、災害

対応能力の強化を進める。 

また、広域的な応援体制の構築につながる大都市等との訓練の継続

的な実施により、災害時の連携強化を進める。 

さらに、災害時の被害の最小化や災害リスク情報を発信するための取組

ついて、関係機関とも連携しながら推進する。

拡 取組 34 災害時の連携強化と災害リスク情報の発信の推進

10年間の方向性 下水道管きょ・施設の適切な管理と更新

 施策 12 下水道の管きょ・施設の老朽化対策 

 取組 35 下水管きょの再整備 

 取組 36 水処理センター・ポンプ場の再構築 

 取組 37 水処理センター・ポンプ場の設備更新・長寿命化 

 施策 13 下水道の管きょ・施設の維持管理 
 取組 38 下水管きょの維持管理 

 取組 39 水処理センター・ポンプ場施設の維持管理 

10 年間の方向性 快適で暮らしやすい水環境の創造

 施策 14 下水道の高度処理  取組 40 水処理センターの高度処理化 

 施策 15 合流式下水道の改善  取組 41 合流式下水道の改善 

 施策 16 下水道の未普及地域の解消  取組 42 下水道の未普及地域の解消 

 施策 17 下水道の事業場指導・水質管理 
 取組 43 事業場排水の指導 

 取組 44 良好な放流水質の確保 

10 年間の方向性 地球環境への配慮

拡 施策 18 下水道の地球温暖化対策 拡 取組 45 地球温暖化対策 

2050年の温室効果ガス排出実質ゼロの達成を目指し、再生可能エ

ネルギーの創出や高効率機器の導入、最適な運転管理などによる省エ

ネルギー化に向けた取組を推進する。 

さらに、入江崎総合スラッジセンターでは二酸化炭素（CO2）と比べて

温室効果の高い一酸化二窒素（N2O）の削減に向けた取組を行うなど、

温室効果ガスの排出量を削減し、地球温暖化対策を推進する。

 施策 19 下水道の資源・施設の有効利用 
 取組 46 資源・施設の有効利用 

 取組 47 再生資源利用の推進 

川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（素案）  【概要版】

令和3年度末 令和7年度末

（見込み）

87.0% → 89.7%

59.3% → 100%

（令和6年度末）

73.5% → 100%

（令和5年度末）

21.1% → 27.7%

◇温室効果ガス排出量の削減割合
（2013年度比）＜取組45＞

◇重要な管きょの耐震化率

＜取組31＞

主な指標

◇高度処理普及率＜取組40＞

◇合流式下水道改善率＜取組41＞
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令和3年度末 令和7年度末

（見込み）

8.6億円／年 → 9.1億円／年

主な指標

◇資産の有効活用の収益額

＜取組59＞

基本目標Ⅲ 市民サービスの充実と持続可能な経営基盤の確保 

10 年間の方向性 市民サービスの充実

 施策 20 お客さまとの信頼関係の構築 

 取組 48 川崎の上下水道の魅力の情報発信 

 取組 49 適正な給水装置・排水設備工事の確保 

 取組 50 水道料金・下水道使用料の公平かつ適正な徴収 

拡 施策 21 お客さまの利便性の向上  取組 51 上下水道お客さまセンターの品質向上 

総合受付窓口である上下水道お客様センターの品質向上を図るとと

もに、ICT（情報通信技術）を活用した適正かつ効率的な給水装置工事

の確保や料金徴収業務などお客さまの利便性の向上を図る取組を推進

する。 

拡 取組 52 給水装置関連業務のオンライン化 

拡 取組 53 新たなサービスの提供に向けた取組 

10 年間の方向性 国際展開の推進

 施策 22 世界の水環境改善に向けた国際事業 
 取組 54 官民連携による国際展開 

 取組 55 技術協力による国際貢献 

10 年間の方向性 持続可能な経営基盤の確保

拡 施策 23 持続可能な経営基盤の確保  取組 56 組織機構の見直し及び職員定数の管理 

緊急時などを想定した即応体制を確保しながら、効率的・効果的な業

務執行体制となるよう見直しを実施するとともに、人材育成を効果的に

推進し、市民生活を支える専門家集団として必要な知識・技術・技能を

確実に継承する。 

 また、更なるお客さまサービスの向上や業務の効率化、業務継続性の

向上等に向けたデジタル化の推進により運営基盤の強化を図るとともに、

資産の有効活用による増収策の検討や、料金等のあり方などの財政基

盤の強化に資する検討を進める。 

 取組 57 人材育成の推進 

新 取組 58 デジタル化の推進 

拡 取組 59 資産の有効活用 

新 取組 60 財政基盤の強化に向けた検討 

川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（素案）  【概要版】
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新たに追加・拡充する取組

取 組 名  
基本目標Ⅰ 安定給水の確保と安全性の向上

拡 取組１１ 水道基幹管路の強化 拡 取組１２ 工業用水道基幹管路の強化

対 象 事 業 

計画期間の 

取 組 内 容 

・水道基幹管路のバックアップ機能強化のための二重化・ネットワーク化 

基幹管路の漏水事故・維持管理等による断水リスクの軽減への対応として、施設間

（配水池・配水塔）を結ぶ連絡管などの整備に加え、今後の管路更新に向けた、基幹

管路の二重化・配水区域間を結ぶネットワーク化の取組を更に進める。 

【指標】 

・工業用水道基幹管路のバックアップ機能強化のための二重化・ネットワーク化 

バックアップ機能を強化することで安定した給水を維持・継続しつつ、更新を進めるこ

とができる。 

>>浄水場等連絡管 

  送水管の老朽化に伴う断水リスクや今後の送水管更新への対応として、長沢浄水

場と生田浄水場を結ぶ浄水場連絡管及び３本の送水管を結ぶ送水連絡管の整備

を新たに実施 

【指標】 

計画期間の 

予定事業費 
水道事業：65 億円 工業用水道事業：76 億円 

配水本管 配水管家
家

家

家

家

家

家

家

家

家

家

送水管

送水管浄水場

配水池

配水池

配水池

配水塔

指標名 令和3年度末（見込み） 令和7年度末

バックアップ機能強化のための
管路整備
（計画期間内）

― 5路線完了

生田浄水場

長沢浄水場

臨

海

部

平間配水所

生田浄水場

長沢浄水場

臨

海

部

平間配水所

生田浄水場

長沢浄水場

臨

海

部

平間配水所

事故や工事が発生 事故や工事が発生

送
水
連
絡
管

浄
水
場
連
絡
管

送水連絡管

工水２号送水管

工水３号送水管

工水１号送水管

連絡管の整備

二重化・ネットワーク化現在

指標名 令和3年度末（見込み） 令和7年度末

工業用水道の浄水場等
連絡管整備率

― 100%

川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（素案）  【概要版】

工業用水道基幹管路の二重化・ネットワーク化（イメージ図）

水道基幹管路の二重化・ネットワーク化（イメージ図）
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新たに追加・拡充する取組

取 組 名  
基本目標Ⅰ 安定給水の確保と安全性の向上

新 取組 15 施設の停電対策・浸水対策 新 取組 20 施設・管路の将来構想

対 象 事 業 

計画期間の 

取 組 内 容 

○長期停電への対策 

近年の被災による停電においては、復旧に長時間を要したことから、重要施設等に

設置している非常用自家発電設備の燃料タンクの増設や自家発電設備の更新に

合わせた燃料タンクの更なる増強を実施 

○浸水想定区域内に含まれる施設の浸水対策（耐水化） 

浸水想定区域内に含まれる施設のうち、耐水化実施の優先度の高い施設につい

て、被害想定の検討結果を踏まえ、被害の回避・低減化を図る。また、対策手法に

ついては、「浸水防止策（防水壁の設置等）」と「浸水低減策（開口部の防水化等）」

に分類し、各施設に適した手法で耐水化を実施 

【指標】 

○水道事業 

・健全度調査等に基づく基幹管路の使用可能年数の検討 

基幹管路の使用可能年数を検討し、将来の更新計画に反映 

・水需要の変化等を踏まえた適正口径の検討 

これまで、浄水場の統廃合による給水能力のダウンサイジングなどを実施してきた

が、管路についても、水需要を見据えた適正な口径の管路網を構築するため、検討

を実施 

・基幹管路の更新を見据えたバックアップ機能の強化（二重化・ネットワーク化）を検

討・実施 

○工業用水道事業 

・工業用水道利用者の需要動向を踏まえ、老朽化が進行する施設及び送水管路の

更新に向けた検討・調整 

主要施設・管路の更新に当たっては、将来の需要動向を把握し、過剰な投資を防

ぐ必要がある。そのため、利用者と調整を図りながら、水需要を見据えた適正な施

設規模へ更新するため、検討を実施 

計画期間の 

予定事業費 

工業用水道事業：13 億円 工業用水道事業：0.2 億円 

※水道事業については、取組 18「施設の計画的更新」（88 億円）に含まれる。 ※水道事業については、取組１１「水道基幹管路の強化」（65 億円）に含まれる。 

指標名 令和3年度末（見込み） 令和7年度末

非常用自家発電燃料タンクの増強
（計画期間内） ― 7施設完了

施設の防水壁等整備
（計画期間内） ― 5施設完了

川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（素案）  【概要版】

燃料タンクの増設 施設の浸水対策（例） 老朽化が進行する施設や送水

管、配水本管等の更新につい

て、過剰な投資を防ぐため、工

業用水道利用者の将来需要動

向を適切に把握し、需要に応じ

た施設更新計画を策定 
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新たに追加・拡充する取組

取 組 名  
基本目標Ⅰ 安定給水の確保と安全性の向上 基本目標Ⅱ 下水道による良好な循環機能の形成

拡 取組 26 省エネルギー対策 拡 取組 29 重点化地区・局地的な浸水箇所における浸水対策

対 象 事 業 

計画期間の 

取 組 内 容 

・自然流下による水道システムの継続 

地形の高低差による位置エネルギーを生かした自然流下による水道システムを継続 

・上流取水の優先的利用の推進 

浄水場の統廃合に伴い未利用となった相模川上流の水源水量（14.2 万 m3/日）を活

用し、神奈川県内広域水道企業団西長沢浄水場の取水の一部を下流から上流へ振り

替え、導水ポンプが消費する電力を削減する取組を進める。 

・高効率機器・省エネルギー機器の導入 

設備更新などに合わせて、エネルギー使用の合理化に関する法律の基準を満たしたト

ップランナー変圧器等を導入。また、LED 照明設備など省エネルギー機器の導入を進

める。 

【指標】 

・重点化地区に位置付けた６地区（三沢川地区、土橋地区、京町・渡田地区、川崎

駅東口周辺地区、大島地区、観音川地区）における対策の推進 

・局地的な浸水箇所における対策の推進（山王、宮内、諏訪、二子、宇奈根排水樋

管周辺地域など） 

・市内全域の排水樋管ゲートにおける電動化及び観測機器の設置等 

【指標】 

計画期間の 

予定事業費 
― 下水道事業：137 億円 

指標名 令和3年度末（見込み） 令和7年度末

温室効果ガス排出量の削減割合※

（2013年度比）
45.6% 53.9%

指標名 令和3年度末（見込み） 令和7年度末

浸水対策実施率
（三沢川、土橋、京町・渡田、
川崎駅東口周辺、大島、

観音川地区）

28.1% 40.8%

排水樋管周辺地域の

浸水対策累計実施数※
6対策

【床上浸水面積65.2％解消】
7対策

【床上浸水面積65.2％解消】

川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（素案）  【概要版】

上流取水の優先的利用（イメージ） 

出典：「効率的・効果的な浸水対策に資するポンプゲート設備に関する技術マニュアル」 

公益財団法人 日本下水道新技術機構 ２０１９年３月 

ポンプゲート設備による対策 

ポンプゲート 

※目標値を算定する上で使用する電力排出係数は、地球温暖化対策推進基本計画において市役所の温室
効果ガス排出量を算定する際に使用した値を用いる。

※排水樋管周辺地域（山王、宮内、諏訪、二子、宇奈根地域）における短期対策、当面の対策、中期対
策（計 11対策）の実施数とする。【 】の値は、令和元年東日本台風当日の床上浸水面積に対する解消
率（想定）を示す。なお、中期対策（4 対策）が供用された場合（令和 9年度予定）、75.4％解消する見込
み。 
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新たに追加・拡充する取組

取 組 名  
基本目標Ⅱ 下水道による良好な循環機能の形成

新 取組 30 水処理センター・ポンプ場の浸水対策 拡 取組 34 災害時の連携強化と災害リスク情報の発信の推進

対 象 事 業 

計画期間の 

取 組 内 容 

・水処理センター・ポンプ場の耐水化の推進（江川ポンプ場ほか） 

≫水処理センター・ポンプ場の耐水化の推進 

水処理センター・ポンプ場において、被災時のリスクの大きさや設備の重要度に応じ

て段階的に耐水化を推進し、災害時における必要な下水道機能を確保していく。ハー

ド整備による対策として、現施設の供用年数を踏まえ、既往最大降雨による内水、中

高頻度によって起こりうる洪水などの浸水リスクを対象として早期に実施していく（慶長

型地震による津波対策は平成 30（2018）年度に対策済）。 

【指標】 

・他都市と連携した訓練の継続的な実施 

・大都市間等との広域連携による応援体制の強化 

・民間事業者等との協力体制の充実 

・内水ハザードマップ及び浸水実績図の周知 

・水位周知下水道における水位情報の周知（堀川幹線） 

・観測機器から得られる排水樋管情報の提供 

・災害時のトイレ対策のあり方についての全庁的な検討に基づく取組の推進 

計画期間の 

予定事業費 
下水道事業：7 億円 ―

川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（素案）  【概要版】

具体的な対策方法（イメージ） 

防水扉 

止水板 
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新たに追加・拡充する取組

取 組 名  
基本目標Ⅱ 下水道による良好な循環機能の形成 基本目標Ⅲ 市民サービスの充実と持続可能な経営基盤の確保 

拡 取組 45 地球温暖化対策 拡 取組 52 給水装置関連業務のオンライン化

対 象 事 業 

計画期間の 

取 組 内 容 

・設備の更新に合わせた高効率機器・省エネルギー機器の導入 

・再生可能エネルギーの創出に向けた取組の推進 

・最適な運転管理などによる省エネルギー化の取組の推進 

・入江崎総合スラッジセンター1系焼却炉の再構築に合わせた温室効果ガス削減の取組

の推進 

・地球温暖化対策に資する下水道技術開発の取組の推進 

≫入江崎総合スラッジセンター１系焼却炉の再構築に合わせた取組 

・廃熱発電設備を導入し、創エネルギー設備によるエネルギーの自立化を図る。 

・濃縮・脱水工程において、濃縮脱水一体型機を導入することにより省エネ化するととも

に、低含水率化も実現し、廃熱発電設備の発電効率アップを図る。 

・高温焼却化と二段燃焼化により、一酸化二窒素（N2O）排出量を削減する。 

【指標】 

・給水装置工事台帳の電子化 

お客さまからの問い合わせに対し迅速かつ正確に対応することや、適正かつ円滑な

給水装置工事を確保すること、お客さまの個人情報を災害等から守ることを目的

に、給水装置工事台帳を電子化する。 

・給水装置工事台帳管理システムの導入及び運用 

行政区管轄に捉われない窓口対応及び給水装置工事台帳情報の検索性向上に

よる利用者の応対時間の短縮化を図るため、給水装置工事台帳管理システムを

導入する。 

・給水装置に関する申請手続のオンライン化の導入及び利用促進 

新たな生活様式や非接触型社会に対応するとともに、お客さまサービスの向上を

図るため、給水装置関連手続をオンライン化する。 

計画期間の 

予定事業費 

取組３６「水処理センター・ポンプ場の再構築」（131 億円）、取組３７「水処理センター・ポ

ンプ場の設備更新・長寿命化」（108 億円）に含まれる。 
水道事業：0.5 億円 

指標名 令和3年度末（見込み） 令和7年度末

温室効果ガス排出量の削減割合※

（2013年度比）
21.1% 27.7%

川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（素案）  【概要版】

廃熱発電

給水装置に関する申請手続のオンライン化 

※目標値算定の考え方は取組 26 と同様。
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新たに追加・拡充する取組

取 組 名  
基本目標Ⅲ 市民サービスの充実と持続可能な経営基盤の確保

拡 取組 53 新たなサービスの提供に向けた取組 新 取組 58 デジタル化の推進

対 象 事 業 

計画期間の 

取 組 内 容 

・料金徴収における新たなサービスの導入に向けた検討 

事業環境の変化やお客さまの利便性の向上などを考慮し、料金徴収における諸手

続について新たなサービスの導入に向けた検討を行う。 

・水道スマートメーターに関する課題や導入効果等の検証 

水道スマートメーターに関する課題や導入効果等の検証を行い、本市における導入

のあり方について検討を行う。 

・ＩＣＴの活用による工業用水道事業の自動検針記録計の更新 

各工場に設置している自動検針記録計から通信回線を利用して、使用水量データ

を庁舎で取得できるように更新する。 

・局内における情報化施策の推進 

・各業務システムの安定的・効率的な運用管理 

・情報セキュリティ対策の徹底 

・デジタルファーストの行政サービスの提供 

行政手続のオンライン化を推進する。 

・市役所内部のデジタル化の推進 

テレワークの推進、ペーパレス環境の実現、庁内会議のオンライン化を推進する。 

計画期間の 

予定事業費 
工業用水道事業：2億円 ―

川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（素案）  【概要版】
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新たに追加・拡充する取組

取 組 名  
基本目標Ⅲ 市民サービスの充実と持続可能な経営基盤の確保

拡 取組 59 資産の有効活用 新 取組 60 財政基盤の強化に向けた検討

対 象 事 業 

計画期間の 

取 組 内 容 

・収益確保に向けた用地等の貸付けによる有効活用の推進 

施設上部や低未利用の状態にある土地等の貸付けによる有効活用を推進する。 

また、生田浄水場や入江崎水処理センター用地の有効活用に関する取組を推進す

る。 

・再生可能エネルギー創出に向けた取組の推進 

資産を有効活用するＰＰＡモデル（※）等を適用した太陽光発電などによる再生可能

エネルギー電力の導入に向けた検討を進める。 

【指標】 

・適正な料金・使用料体系や水準のあり方の検討 

特に工業用水道料金について、工業用水道利用者の将来の水需要を把握し、財

政基盤の強化に向け、更新計画と料金制度の検討を行う。 

・財源の確保、資金の活用方法に関する検討 

効果的な資金調達の方法や、累積資金の活用方法を検討する。 

計画期間の 

予定事業費 
― ―

電力事業者
（PPA事業者）

発電事業者による
太陽光パネル設置等

電気利用料金支払い

需要家
（電力の使用者）

指標名 令和3年度末（見込み） 令和7年度末

資産の有効活用の収益額 8.6億円/年 9.1億円/年

川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（素案）  【概要版】

太陽光パネルを使用した場合のオンサイト型 PPA のイメージ

※電力販売契約モデルの略称で、電力事業者（PPA 事業者）と 

需要家（電力の使用者）との間で結ぶ契約モデルのこと。 
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【総括】 

水道事業 （単位　百万円） 工業用水道事業 （単位　百万円） 下水道事業 （単位　百万円）

年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8～13年度 年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8～13年度 年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8～13年度

区分 （計画） （計画） （計画） （計画） （試算・平均） 区分 （計画） （計画） （計画） （計画） （試算・平均） 区分 （計画） （計画） （計画） （計画） （試算・平均）

収益的収入 32,293 32,073 31,975 31,910 31,668 収益的収入 7,184 7,148 7,093 7,090 7,089 収益的収入 42,633 42,536 42,721 42,156 41,405

収益的支出 32,090 29,472 29,554 29,740 29,912 収益的支出 7,177 6,538 6,652 6,852 6,527 収益的支出 41,028 42,016 40,098 39,938 40,327

当年度純損益 203 2,601 2,421 2,170 1,756 当年度純損益 7 610 441 238 562 当年度純損益 1,605 520 2,623 2,218 1,078

資本的収入 7,003 5,873 6,402 6,402 6,288 資本的収入 825 2,558 2,589 3,111 2,064 資本的収入 35,622 33,274 36,583 42,392 35,737

資本的支出 19,349 17,191 18,661 18,574 17,401 資本的支出 2,165 5,470 5,577 6,931 4,819 資本的支出 57,247 55,781 56,601 56,812 55,432

資本的収支差額 △ 12,346 △ 11,318 △ 12,259 △ 12,172 △ 11,113 資本的収支差額 △ 1,340 △ 2,912 △ 2,988 △ 3,820 △ 2,755 資本的収支差額 △ 21,625 △ 22,507 △ 20,018 △ 14,420 △ 19,695

13,491 12,360 10,435 8,452 3,111 8,595 7,705 6,624 4,631 859 10,610 6,762 7,870 14,165 18,809

73,627 75,549 77,999 80,502 95,421 6,988 8,305 9,712 11,695 19,814 283,921 278,409 275,540 272,324 263,977

累 積 資金 残額 累積 資 金残額 累 積 資金残額

企 業 債 残 高 企 業 債 残 高 企 業 債 残 高

収
益
的
収
支

収
益
的
収
支

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

資
本
的
収
支

資
本
的
収
支

収益的収支 ・各事業で当年度純利益を計上できる見通し 

累積資金残額 
・水道事業・工業用水道事業は、累積資金残額が減少する見通し 

・下水道事業は、累積資金残額が一時的に減少するものの、その後増加する見通し 

企業債残高 
・水道事業・工業用水道事業は、企業債残高が増嵩する見込み 

・下水道事業は企業債の元金償還額が未だ高い水準にあることから、引き続き企業債発行額を償還額以下に抑え、企業債残高の縮減を図る。 

経営基盤の確保 

・工業用水道事業については、適切な将来需要の見通しを把握し、施設の将来型を示すとともに、今後の施設更新に伴う累積資金の減少などに備えるため、将

来の事業環境を見据えた料金制度のあり方について検討を進める。 

・水道事業・下水道事業についても、累積資金の減少や将来の事業環境の変化に備え、料金・使用料制度のあり方について検討を進める。 

・各事業で更なる経営の効率化を進めるとともに、資金の活用方法及び財源確保策について検討を行う。 
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第６章 財政収支見通し 

・財政収支見通しは、本計画で予定している施策・取組の着実な遂行に必要な投資額や維持管理費用について、適切な財源予測に基づく合理的な見積もりを行い、取りまとめたものである。 

・本計画期間以降（令和 8（2026）年度～令和 13（2031）年度）の収支見通しについても試算を行うことで、計画期間と合わせて計 10年間の収支見通しとしている。ただし、計画期間以降の試

算値については、参考として平均値（累積資金残額・企業債残高は令和 13（2031）年度の試算値）で示している。 

第７章 中期計画の進捗管理 

・設定した取組や計画目標に対して、毎年度、取組成果、進捗状況、目標の達成度など現状の把握から、問題・課題を明確にし、施策の目標達成に向け、施策、目標の見直し、執行プロセスの改

善、改良につなげる。 
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